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は じ め に 
 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第４次評価報告書において、地球温暖化が起こっ

ていると断定され、温暖化は人間が排出した温室効果ガスにより起こっているとほぼ断定

されました。温暖化は遠い将来の問題ではなく、現実に今起こり始めている問題であるこ

とが世界中に示されました。 

本県においても温暖化の直接的な影響とは断定できないものの、寒暖の周期的な変動幅

が大きくなっていることや台風の大型化、降雹など、短期、長期の気候変動への対応が迫

られている状況にあります。 

また、平成２１年９月の国連気候変動サミットにおいて、鳩山総理により温室効果ガス

排出量を２０２０年までに１９９０年比２５％削減という目標が表明され、日本国内の温

暖化対応も待ったなしで進める必要があります。 

 本県においては、平成２１年３月に策定した「山形県農林水産研究開発方針」において、

温暖化への対応の必要性について明記したところですが、本ビジョンにおいては、温暖化

に対応した研究開発の方向と具体的な取組を取りまとめました。温暖化への技術的な対応

を「適応策」「活用策」「防止策」の３つの方策に区分し、さらに本県が取り組むべき重点

研究領域を設定したうえで、各作物・分野ごとに研究課題の再構築を図りました。また、

具体的な６つの研究開発プロジェクトを立ち上げ、温暖化を先取りした戦略的な研究開発

を推進していくこととしました。 

今後、本ビジョンに沿って、新しい知見の集積と技術革新を図りながら、本県農林水産

業の持続的な発展に寄与してまいります。今後とも、農林漁業者をはじめ、関係機関・団

体の皆様の一層のご理解とご協力をお願い申し上げます。 

最後になりましたが、本ビジョンの策定にあたり、貴重なご意見、ご提言をいただきま

した山形県農林水産技術会議の委員各位、並びにパブリックコメントをいただきました県

民の皆様に対して、心から御礼申し上げます。 

 

平成２２年３月 

山形県農林水産部長 森谷 裕一 
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１．ビジョン策定の背景とその方針 

 

 ■ビジョン策定の背景 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）＊１の第４次評価報告書では、「気候システムに地球

温暖化（以下、「温暖化」という。）が起こっていることには疑いの余地がない。人為起源の温

室効果ガスの増加がその原因であるとほぼ断定されている。」と述べられている。 

実際に、近年の気候変動は、温暖化による影響とは断定できないものの、本県の農林水産業

へも少なからず影響を与えている。温暖化の原因である温室効果ガスの増大により、温暖化は

加速度的に進行しており、農林水産業の分野において早急な対策が求められている。 

 
■ビジョン策定の方針 

温暖化により、今後、年平均気温は変動しながら、５０年後、１００年後に向かって、かつ

て人類が経験したことのない急激な気温上昇が予測されている。そのため、短期的には高温や

低温等の直面する気象変動に対応する技術開発を、長期的にはかつてない平均気温の上昇に対

応する技術開発を推進していく必要がある。また、果樹育種等の研究開発は１５年以上の期間

を要し、育成された品種の普及栽培には３０年近い期間を要することから、本研究開発ビジョ

ンではおおよそ５０年後の気候変化を想定するものとする。さらに、温暖化への対応技術開発

は、広範囲な分野において相互に関連したグローバルな課題であることを踏まえ、県として戦

略的な研究の取組が必要である。そのため、温暖化により想定される影響を整理しながら、そ

れらへの対応技術の方向性を取りまとめることとした。その中で研究開発の重点領域を設定し、

プロジェクト化を図り、研究開発を推進していくものとする。 

本研究開発ビジョンは、平成２２年から３１年の１０年間を推進期間とし、技術開発を取り

巻く社会環境や技術の進歩に迅速かつ的確に対応していくため、５年目を目処に見直しを行う

こととする。 
 本研究開発ビジョンの推進により、将来においても本県農林水産物の持続的な安定生産を実

現し、食料供給県としての地位を維持・発展させていくことを目指す。 

 
＊1 IPCC：人為起源による気候変化、影響、適応及び緩和方策に関し、科学的、技術的、社会経済学的な見地から

包括的な評価を行うことを目的として、１９８８年に世界気象機関（WMO）と国連環境計画（UNEP）によ

り設立された組織。 
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２．想定する気候変化 

（１）過去の気候変化 

■世界レベル 

IPCC の第４次評価報告書＊2によると、世界の平均気温は、１００年当たり０．７４℃

上昇しており、温暖化は加速度的に進行している。その原因となっている温室効果ガスの一

つである二酸化炭素は、工業化以前には約２８０ppm であったものが、２００５年には  

３７９ppmとなり、約１．４倍になっている。 
■日本レベル 

文部科学省・気象庁・環境省作成のレポート＊3によると、日本の平均気温は１８９８年以

降、１００年当たり１．０７℃上昇しており、世界の平均気温の上昇０．７４℃よりも大き

い。特に１９９０年代以降、高温となる年が頻繁に現れている。日本の観測地においても、

二酸化炭素濃度の上昇が確認されており、２００５年には世界レベルと同様の約３８０ppm
となっている。 
■山形県レベル 

山形地方気象台のデータ＊4によると、山形、酒田の年平均気温は共に上昇傾向であり、山

形では１００年当たり１．２０℃上昇している。近年、猛暑日＊5の多い年が頻発しており、

極端に暑い日が増えている。また、夏以上に冬の平均気温の上昇が激しく、冬日＊6の減少  

傾向が見られている。 
気象庁の地球温暖化予測情報＊7によると、庄内沖を含む日本海中部海域の平均海面水温は、

２００８年までのおよそ１００年間で１．７℃上昇しており、世界全体の平均０．５０℃の

およそ３倍と大きく、日本近海で最も大きい上昇幅である。 

 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
＊2 IPCC地球温暖化第四次レポート ２００７年 環境省 
＊3 温暖化の観測・予測及び影響評価統合レポート「日本の気候変動とその影響」２００９年 文部科学省・気象

庁・環境省 
＊4 地球温暖化による東北地方・山形県の気候への影響 ２００９年 仙台管区気象台・山形地方気象台 
＊5    
猛暑日：日最高気温が３５℃以上の日。   ＊6

 冬日：日最低気温が０℃未満の日。
 

＊7 地球温暖化予測情報 第７巻 ２００８年 気象庁 
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（２）未来の気候変化 

   ①世界・日本レベルの予測 

 

■世界レベル 

IPCC の第４次評価報告書＊2によると、今世紀末までに予測される世界の平均気温の昇

温幅は、１．８～４．０℃としている。（５０年後では１．４～１．９ ℃。）温室効果ガス

の削減により、濃度を現状の濃度に維持したとしても、２０３０年までは社会シナリオ＊8に

関わらず１０年当たり０．２℃の気温上昇が予測されている。 

■日本レベル 

文部科学省・気象庁・環境省作成のレポート＊3によると、今世紀末までに予測される日本

の平均気温の昇温幅は、A２、A１B、B１社会シナリオ＊9で各４．０℃、３．２℃、 ２．

１℃であり、世界平均（３．４℃、２．８℃、１．８℃）を上回る。（５０年後では１．６

～２．３℃。）また、気温の上昇に伴い、冬日の減少並びに真夏日＊10、猛暑日及び熱帯夜＊11

の増加が予測されており、夏季に比べて冬季の気温の昇温幅が大きい。 

降水量については、夏季の降水量と大雨の日数が増加することが予測されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊8
 社会シナリオ：温室効果ガスの人為的な排出量は、今後の人口変化、社会経済成長、技術の発展等によって 

大きく異なるため、それらを想定したいくつかの社会変化。 
＊9
 A２、A１B、B１社会シナリオ：各社会シナリオにおける温室効果ガスの排出量は、A２が高水準、A１Bが中

間的な水準、B１が低水準に相当する。 
＊10

 真夏日：日最高気温が３０℃以上の日。 
＊11

 熱帯夜：夜間の最低気温が２５℃以上の日。 

 

IPCC地球温暖化第四次レポート（２００７） 

□各社会シナリオによる日本の気温予測 

1900 2000 2100 

温暖化の観測・予測及び影響評価統合レポート

「日本の気候変動とその影響」（２００９） 

年 

□各社会シナリオによる世界の気温予測 
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  ②東北地域レベルの予測 

  
仙台管区気象台・山形地方気象台作成の資料＊４によると、A２社会シナリオ＊9に基づく東北

地域の１００年後の年平均気温は、現在よりも２～３℃程度上がると予測されている。これは

現在の関東地方や北陸地方の年平均気温に相当する。 

 また、気温は１年を通して現在よりも上昇し、その上昇幅は春に大きく、夏に小さくなる。 

降水量は８月から１０月にかけて現在よりも増加する予測になっている。このほか、夏の気温

や降水量は年ごとの変動が大きくなると予測されている。 

 １００年後の予測では、降水量（雨と雪をあわせた量）に比べて、降雪量の減少率が大きく、

雪の量は現在と比べて少なくなると考えられる。 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
地球温暖化モデルのシミュレーション結果による 仙台管区気象台・山形地方気象研究所 共同研究結果 

（a） 

(b) 

□東北地方の１００年後の厳冬期（１２月下旬～２月）の降雪量（a）と降水量（b）の変化 

（現在との比） 

□東北地方の１００年後の月別の平均気温（a）と降水量（b）の変化 

地球温暖化モデルのシュミレーション結果による 仙台管区気象台・山形地方気象研究所 共同研究結果 

（a） (b) 
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３．農林水産業への影響 

（１）地球温暖化による国内農林水産業への影響 

 

温暖化による気温の上昇は、かつて人類が経験したことのない急激な勢いで、その変動幅を

大きくしながら上昇することが予測されていることから、高温だけでなく低温による農林水産

業への影響も考慮しなければならない。特に春先の寒の戻りによる霜害や夏季の冷害等の発生

増加が懸念される。このように短期的には気象変動が、長期的には温暖化による高温が大きな

影響を及ぼすと考えられる。 

長期的に見た温暖化による国内農林水産業への影響は、高温による「栽培・飼育環境の不適

化」や「高温障害」等のマイナスの影響とともに、これまで栽培できなかった暖地型作物が栽

培できるようになる等の「栽培環境の好適化」等のプラスの影響が考えられる。 

また、気温だけではなく、空気中の二酸化炭素濃度の上昇により、植物の光合成量が増加し、

生育・収量が増加する等プラスの影響も考えられる。 

これら温暖化による気温上昇により、農作物の栽培適地が北上化することが予測されている。

（例えば、２０６０年代には、庄内地域の一部が、温州みかんの栽培に適する年平均気温１５

～１８℃になる可能性がある。）   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長期的な温暖化による 

農林水産物生産に対してプラスの影響 
農林水産物生産に対してマイナスの影響 

気 温 
凍 害 

上 昇

変動幅の増加

気象変化
短期的な気象変動による 

想定される影響 

低温障害（冷害）

栽培環境の好適化 

－ 

－ 

霜 害 
高温障害 

気象要素 

栽培・飼育環境の不適化 

＃その他、二酸化炭素濃度の上昇により植物の光合成量が

増加。 

 
 

より高温の地域 
より低温の地域 

現在の値は１９７１年～２０００年の平均値。（杉浦・横沢 ２００４を基に凡例のみ改変。） 

□地球温暖化による温州みかん栽培に適する 
年平均気温（１５～１８℃）の分布の移動 

温度からみた栽培適地 

現  在 2060年代 
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（２）地球温暖化による本県農林水産業への影響 

①短期的な気象変動の影響 
水稲・畑作物では、高温日数の増加による生産物の品質低下や冷害による水稲の不稔粒

＊12の発生、果樹では開花期の低温によるさくらんぼの結実不良や霜害・凍寒害、野菜・  

花きでは低温による生産の不安定化、畜産では飼料作物の生育不良、水産では沿岸水温の

変動による資源量の変動、森林では病虫害の北上・高標高化等の影響を受ける。 
②長期的な温暖化の影響 
各作物・分野に広く現れ、水稲・畑作物では高温による登熟障害（白未熟粒＊13の発生）、

カメムシの増加による斑点米＊14の発生、果樹では高温による着色不良・品質低下や秋の 

高温による凍寒害の発生助長、野菜・花きでは高温による結実不良・品質低下、病害虫  

発生の増加、畜産では乳量・乳質の低下、暑熱による受胎率の低下、水産では有害生物・   

魚病の発生増加や新規発生、冷水性種の減少と温水性種の増加、森林では植生相＊15変化、

病虫獣被害の新規発生等の影響を受ける。また、新規作物・樹種の栽培可能性の拡大や作

期の拡大等のプラスの影響も期待できる。 
各作物・分野のうち、本県の特産であるりんご、さくらんぼ、西洋なし等の果樹は、露地

の同じ場所で数十年間栽培されるため、特に温暖化の影響を受けやすい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

＊12不稔粒：低温等の異常環境により花粉等が障害を受け受精できず、実らなくなったモミ。 
＊13白未熟粒：高温によりモミにデンプンが十分に蓄積されないため、一部又は全体が白くなった米。 
＊14斑点米：出穂期以降にカメムシ類の成虫または幼虫が吸汁し、その痕が残った米。  
＊15植生相：特定の場所に分布・生育する代表的な植物の種類。 

水稲 ・

畑作物 

畜 産 

水 産 
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・高温による登熟障害（白未熟粒の発生）

・冷害による水稲の不稔粒の発生

短期的な気象変動による 長期的な温暖化による 

・病虫獣被害の新規発生 

・冷水性種の減少、温水性種の増加 

・カメムシ増加による斑点米の発生 

・乳量・乳質の低下 
・暑熱による受胎率の低下 

・植生相の変化 

想定される影響 

etc. 

作物・ 

分野 

野菜・

花 き ・病害虫発生の増加 
・高温による結実不良・品質低下

etc. 

etc. 

etc. 

・低温によるさくらんぼの結実不良 

etc. 

・霜害・凍寒害

・有害生物・魚病の頻発・新規発生 

etc. 

生産面での現象 

農林水産物生産に対してプラスの影響 
農林水産物生産に対してマイナスの影響 

・飼料作物の生育不良 

・沿岸水温の変動による資源量の変動 

・低温による生産の不安定化 

・着色不良・品質低下 
・秋の高温による凍寒害の発生助長

果 樹 

品
質
・収
量
低
下 

新
規
作
物
の
栽
培 

肉
質
の
低
下
・繁
殖

率
・増
体
率
の
低
下 

漁
獲,

、
増
養
殖

種
の
変
化 

木
材
生
産
性

の
変
化 

新
規
対
象
種
の
出

現
、
増
加
、
開
発 

新
規
樹
種
の 

栽
培 

植
栽
適
地
の
北

上
化
・高
標
高

地
へ
の
垂
直
移

動 

魚
種
の
変
化 

漁
期
・漁
場
の

移
動 

作
期
の
移
動 

作
期
の
移
動 

栽
培
・飼
育
適
地
の
北
上
化
・高
標
高
地
へ
の
垂
直
移
動 

・病虫害の北上・高標高化 

光
合
成
量
増
加
に
よ
る
生
育
・収
量
等
の
増
加 



 7 

①水稲・畑作物 

水稲や畑作物では短期的な気象変動により、登熟期の高温による収量・品質低下や低温  

（冷害）による水稲の不稔粒が発生しやすく、長期的には高温による登熟障害の発生や収量・

品質の低下、病害虫や雑草の発生様相の変化、有機物の分解促進に伴う地力低下等が発生する。

一方では、高温耐性品種の育成と温暖化を活用した新たな栽培法の開発等により、早場米の 

生産等、多様な作期への適応や晩生品種の適地拡大が期待される。 
■短期的な気象変動による影響（○マイナスの影響） 

○高温による収量・品質低下 

   水稲では登熟期の高温による白未熟粒や充実度不足、胴割＊16発生等により品質・収量が低下しや

すくなる。麦では生育の早期化や登熟期間の短縮等による収量・品質低下、大豆では小粒発生や開

花・着莢期の高温、干ばつにより着莢率が低下する。 

 ○低温（冷害）等による水稲の不稔粒発生や登熟不良の発生 

温暖化の進行により気象変動の幅が大きくなり、低温障害や日照不足による収量・品質の低下、

干ばつ害や湿害等が発生しやすくなる。 

 ○病害虫発生様相の変化 

   水稲ではカメムシ類による斑点米被害の多発やカメムシの種類の変化、ニカメイチュウの増加等、

麦類では高温湿潤による赤かび病の増加、大豆ではカメムシ被害やウイルス病の発生が増加し、そ

の発生が長期化する。 

■長期的な温暖化による影響（○マイナスの影響、●プラスの影響） 

 ○高温干ばつによる収量・品質低下 

水稲の登熟期の高温による白未熟粒の発生や登熟不良、出穂・開花期の高温による受精障害と稔

実歩合の低下、夜温の上昇による玄米生長の阻害等が発生する。また、大豆では根粒＊17着生不良、

開花・着莢期の高温による落花・落莢の発生、麦では生育の早期化による被害が増加し、品質、収

量が低下する。 

 ○病害虫や雑草発生様相の変化 

   新規病害虫の発生や既存の病害虫の発生時期の早期化や長期化、発生回数の増加等、病害虫発生

の様相が変化する。また、雑草の発生様相も変化してくる。 

 ○土壌蓄積有機物の分解促進による地力消耗 

   土壌微生物が増加するため、有機物の無機化が進行し、地力の消耗が進む。 

 ●品種構成や栽培技術の変化、栽培適地の変化 

   高温耐性品種への移行等、高温被害回避のための播種・移植時期などの作期の変化とともに、温

暖化を活用した新たな省力・低コスト栽培法が開発される。 

 ●二毛作＊18の可能性拡大 

   積雪期間が短縮するため、耐雪性が比較的弱い麦の早生品種への適応性拡大等により二毛作の可

能性が拡大する。 
＊16胴割：米に亀裂が生じること。＊17根粒：根粒菌（空気中の窒素を固定して植物に供給する細菌）との共生によっ

て植物の根に生じるコブ。＊18二毛作：１年間に２種類の異なった作物を同一の土地で栽培すること。 

らっきょう 

（３）作物・分野別に想定される影響 

ちゃっきょう 
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②果 樹 

果樹は経済樹齢が長く作期移動が困難であるため、温暖化に伴う気象変化の影響を受けやす

い。短期的には、発芽期から開花期の気象変動による霜害の増加、結実不良や夏秋期の気象変

動による品質低下が、長期的には、夏秋期の高温による品質低下、休眠覚醒＊19時期の遅延、害

虫発生様相の変化等が考えられる。一方で、これまで栽培が困難だったかんきつ類等常緑果樹

の栽培が可能となり、新たな産地形成の可能性も生まれる。 
■短期的な気象変動による影響（○マイナスの影響、●プラスの影響） 

 ○春先から開花期の気象変動による晩霜害、結実不良、変形果の発生 
   温暖化により春先の生育が早まっている一方で、気象変動も激しくなっていることから、晩霜害

を受けやすくなる。また、開花期の低温等により、さくらんぼ等の結実不良、りんご、日本なし等

の変形果が多発する。 
 ○夏秋期の高温による品質低下（高温障害、着色不良、みつ症＊20、日焼け等） 
   さくらんぼでは収穫期の高温障害が発生し、また翌年には双子果が多発する。着色不良（りんご、

ぶどう等）やみつ症（りんご、もも、日本なし）、日焼け、果肉軟化等が発生し、日持ち性や品質等

が低下する。かきでは着色遅延に伴う収穫遅れから、脱渋性が悪化する。また、生育期間の延長に

よる大玉化とそれに伴う貯蔵性の低下等も懸念される。 
○集中豪雨等の急激な気象変化による品質低下（実割れ、落果、内部褐変等） 

 突発的な大雨や長雨による日照不足が多くなり、実割れ（さくらんぼ、ぶどう）、糖度低下（もも、
りんご等）、落果（りんご、もも等）、内部褐変（西洋なし）等が発生し、品質が低下する。 
●新規樹種の栽培（かき（甘がき））可能性の拡大 
温度不足による渋抜けの不安定化により栽培が困難であった甘がきが、栽培可能となる。 

■長期的な温暖化による影響（○マイナスの影響、●プラスの影響） 

 ○夏秋期の高温による品質低下（高温障害、着色不良、みつ症、日焼け等） 
   短期的な気象変動による影響（上記）が、さらに顕著になる。 
  ○秋期の高温による低温順化不良、落葉遅延に伴う花芽の充実不足 
   秋の気温が下がらないまま急激に冬の低温に遭遇すると、落葉遅延による花芽の充実不足等も含

め十分な耐凍性が得られないため、芽や枝が凍寒害を受けやすくなる。 
 ○秋春期の高温による休眠覚醒時期の遅延、発芽・開花期の前進化と開花時期のずれ 
   秋の気温低下が遅くなると休眠覚醒に必要な低温量を獲得する時期が遅れ、さくらんぼ超早期栽

培の加温開始時期が遅れたり、結実が不安定となる。また、春の気温上昇が早まると、品種ごとの

開花期のずれにより収量が低下する。 
○害虫発生様相の変化による被害の増加 

    在来害虫の生態変動により発生様相が変化し、越冬生存率の向上や世代回数の増加によって被害

が増加する。また、新たな暖地型害虫の侵入等が発生する。 
  ●新規樹種の栽培可能性の拡大 

    これまで栽培が不可能とされていた常緑果樹等の栽培が可能となり、新たな樹種の産地形成が図

られる。 
＊19休眠覚醒：種子や芽が休眠から覚めて発芽能力を持つようになること。＊20みつ症：果肉が水浸状になる症害。 

かくせい 
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③野菜・花き 

 

野菜・花きは、作期の移動や施設栽培が比較的容易であり、環境制御が可能な品目が大半で

あるため、比較的温暖化の影響を回避しやすい。しかし、今後、短期的には気象変動の激化に

よる生産の不安定化、長期的には高温による果菜類の着果や果実肥大の不良等が懸念される。

一方、気温上昇により、作期の拡大や加温型施設栽培における燃油使用量の削減等のプラスの

影響が期待できる。 
 
■短期的な気象変動による影響（○マイナスの影響） 

 ○低温による生産の不安定化 

   積雪期間が短縮し、秋期から春期にかけての気象変動が激しくなることにより、露地越冬作物で

は越冬率の低下や春期における活着不良等の低温障害が発生しやすくなる。 

 

■長期的な温暖化による影響（○マイナスの影響、●プラスの影響） 

 ○生育相の転換に支障がでることによる収量及び品質の低下 

   低温量の不足や高温条件により栄養生長から生殖生長への転換が順調に進まなくなることや、宿

根性の野菜・花き、花木類においては休眠覚醒が不安定となることから、需要に応じた計画生産が

困難となる。 

 ○果菜類の収量及び品質の低下 

   高温により花芽や花器の発達が不良となり、着果不良となる。さらに、成熟が異常に促進される

ため果実の肥大不良や糖度不足、過熟果の発生を引き起こす。 

 ○花きにおける品質及び商品化率の低下 

    高温により花芽や花器の発達が不良となり、品質が低下する。花きにおいては品質の低下が収量、

商品化率の低下に直結する。 

 ○病害虫の発生増加 

    本県の気象条件では越冬が不可能とされてきた害虫の越冬が可能となったり、発生期間における

世代交代が促進されることにより発生量が多くなる。また、高温性の病害が発生しやすくなるとと

もに、既存病害の発生時期が前進化、長期化する。 

 ●作期の拡大（品目によっては） 

    春期および秋期の温暖化により、野菜や花きの出荷期間が延長する。 

 ●暖房負荷の低下による燃油使用量の削減 

   促成山菜や花木、施設栽培における燃油の使用量が削減され、生産コストの低減が期待できる。 

  ●新規作物の栽培可能性の拡大 

   かんしょ、さといも等の高温性の作物の営利生産と産地化が促進される。 
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④畜 産 

 
畜産分野では飼料作物及び家畜への影響が想定され、短期的には寒地型牧草類の生育不良、

家畜生産性の低下、長期的には夏期の高温による家畜の熱中症の増加や夏期間の家畜生産性の

極端な低下、低標高地帯における寒地型牧草類の栽培困難化、飼料保存性の低下や生産性低下

等が懸念される。一方、気温上昇により、暖地型牧草の栽培可能性が高まる他、飼料作物（長

大作物＊21等）の増収が期待できる。 
 
■短期的な気象変動による影響（○マイナスの影響） 

 ○寒地型牧草の越夏性低下と夏期生産力の低下 
   高温日の増加により寒地型牧草類の越夏性が低下し、利用年限が短縮する。また、夏期生産力が

低下し、低標高の放牧場では休牧を強いられる頻度が高まる。                                 

  
■長期的な温暖化による影響（○マイナスの影響、●プラスの影響） 

 ○低標高地帯における寒地型牧草類の栽培困難化 
温暖化の進行に伴い、耐暑性に欠ける多くの寒地型牧草類は、低標高地帯での越夏が困難となる。 

○家畜の暑熱事故の増大と新たな疾病の侵入 
高温期間の長期化により熱中症等の暑熱被害が増大するとともに、周産期疾病の増加や受胎率の

低下等、繁殖成績が低下する。さらに、低緯度地帯に適応する新たな疾病も懸念される。     

 ○夏期における生産性の低下と生産物の品質低下 
   高温期間の長期化による代謝抑制のため、飼料摂取量の減少期間が長引き、増体、泌乳量、産卵

率が低下するとともに、乳質（乳脂率）、肉質が低下する。 
 ●飼料作物・牧草類の栽培体系の変化 
   温暖化に伴い、長大作物の生育期間の延長が可能となり、増収が期待される他、積雪期間の短縮

に伴い、耐雪性がさほど強くない越冬作物の栽培が可能となり、二毛作等の集約的な年間多収栽培

が可能となる。  
 
＊21長大作物：とうもろこし、ソルガム等。 
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⑤水 産 

 水産分野では、短期的には沿岸水温の変動による資源量への影響が、長期的には海水・河川

水温の上昇によるマダラ、サケ、サクラマス等の冷水性魚介類の減少やスルメイカの漁場形成

の不安定化等の影響が懸念される。一方、サワラ、クロマグロ、アユ、コイ等の温水性魚介類

の増加が期待される。 
■短期的な気象変動による影響（○マイナスの影響） 

  ○沿岸水温の変動による資源量への影響 
冷夏による水温の低下や暖冬による水温の上昇により、産卵や稚仔魚＊22の生残が大きく左右さ

れる。一般的には寒冷な冬ほど卓越年級群＊23が発生しやすいため、温暖化により卓越年級群の   
発生が減る。 

■長期的な温暖化による影響（○マイナスの影響、●プラスの影響）） 

□海面・内水面共通 
  ○●資源量・成長期間・成長量の変化  

    海と川を往復する魚種のうち、温水性のアユは水温が高くなることにより成長期間や成長量が

増加し、資源量の増大も期待される。一方、冷水性のサケ、サクラマスは生産効率の低下や放流

後の生息環境の悪化により資源量の減少が懸念される。 
○災害発生の規模や頻度の増加 

海水面の上昇により、高潮が発生する確率が高くなり、その規模も大きくなる。また、局地的

に短時間で降るゲリラ豪雨は、河川環境や生態系に大きな悪影響を与える。 
□海面 

   ○●魚種構成や海藻（種、分布）の変化 
    栄養塩＊24の豊富な深層水との混合が減るため、基礎生産量が減少する。また、マダラ、サケ、

イワノリ等の冷水性魚介藻類が減少し、クロマグロ、サワラ、カジメ等、暖海性魚介藻類が増加

する。さらに、カレイ、ヒラメは漁獲対象種や雌雄比の変化が予測される。 
○漁場の移動 

    冷水域の張り出しが弱まり、本県沖のスルメイカ漁場形成が不安定になる。一方、対馬暖流の

勢力が強まり、底層水温が上昇し底びき網漁場の沖合化も起こり得る。 
○有害生物（赤潮原因種、クラゲ等）の変化、発生頻度の増加 

     暖海域の有害プランクトンの発生で赤潮の発生が懸念される。また、高水温を好む大型クラゲ
の発生頻度や量が増加し、被害の拡大に繋がる。   

□内水面 
  ○●養殖対象種の変化（コイ科魚種の適地化、マス類の不適地化） 
    温水性のコイ、フナ、ドジョウは生残率の向上や成長の促進などにより適地化する。一方、冷

水性のマス類は生残や成長の障害となり不適地化する。 
  ○魚病の多発化や新たな魚病の発生 

    水温上昇による魚病の発生頻度の増加や重症化、新たな魚病の発生も危惧される。 
＊22稚仔魚：ふ化直後で自ら餌を取れない魚を仔魚、自ら餌を取れる魚を稚魚という。＊23卓越年級群：特に大量発生

した年の個体群。 ＊24栄養塩：植物プランクトンや海藻類が生活に必要な塩類、窒素、リン、ケイ素等。 

ち  し ぎょ 

たくえつねんきゅうぐん 
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⑥森 林 

 

森林分野では、短期的には病虫害の北上・高標高化に伴う被害の拡大が懸念される。長期的 

には温暖化による植生相の変化や山地災害の増加、病虫獣被害の新規発生等が懸念される。  
一方、気温上昇により新規樹種の生産可能性が高まる等のプラスの影響も期待できる。 
■短期的な気象変動による影響（○マイナスの影響） 

 ○病虫害の北上・高標高化による森林被害の拡大 
  ナラ枯れ＊25やカツラマルカイガラムシ、マツクイムシ被害の北上・高標高化による森林被害の拡

大が懸念される。 
■長期的な温暖化による影響（○マイナスの影響、●プラスの影響） 

 ○病虫獣被害の新規発生 
   気温の上昇等により、新たな病虫獣被害の発生や既存被害の長期化等が危惧される。 
 ○集中豪雨による山地災害の拡大 
   ゲリラ豪雨や局地的な集中豪雨の増加による山腹の崩壊や土石流発生等の山地災害が拡大する恐

れがある。 
 ○外来種ニセアカシアや竹林の進入 
   マツクイムシ被害地へのニセアカシアの進入や現在、西日本で深刻な問題となっている真竹等の

造林地等への進入による森林荒廃が懸念される。 
○スギ花粉飛散量の増大 

   気温の上昇等により、スギ雄花着花量が増え、花粉飛散量が増大することで、花粉症発症者数が

拡大する恐れがある。 
○森林限界の上昇による植生相の変化 
温暖化に伴って森林限界が高標高化し、ブナ・ナラ帯等の分布が変化する恐れがある。特に、高

山帯（ハイマツ帯）は、上層へ遷移できず消滅する可能性がある。 
 ○ブナの開花結実周期の短縮 

ブナは、隔年の小豊作と６～７年周期の大豊作があるが、開花結実の周期が短くなり、それを餌

としている昆虫や動物等が増加するため、生態系全体にも影響を及ぼす可能性がある。 
○山菜時期の早まりと発生期間の短縮 
ネマガリタケ、ワラビ、ゼンマイ等、山菜の山取り時期が早くなるとともに、発生期間も短くな

る可能性があり、生産への影響が懸念される。 
●新規樹種の植栽可能性の拡大 

   樹木の北限地がそれぞれ北上することになり、ヒノキ等の新規樹種の生産可能性が高まる。 
 
＊25ナラ枯れ：ナラ類の樹幹に侵入したカシノナガキクイムシが運ぶナラ菌が樹幹内で繁殖し、通水疎害を起こし枯

れる被害。 
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４．研究開発の推進方向 

（１）研究開発の取組方向 

温暖化に対応した研究開発は、温暖化による環境の変化に適応する『適応策』、温暖化する

環境を積極的に活用する『活用策』、温暖化の原因である温室効果ガスを削減する『防止策』

の３つの視点から取り組むこととする。また、温暖化に対応した研究開発は広範囲に及ぶため、

国等段階の取組に期待する部分を区別したうえで、地域戦略的視点から県段階での研究開発の 

取組を進めるものとする。特に、『防止策』については、日本さらには世界レベルでの取組が   

必要であることから、今後の情勢等をふまえ国等と連携し、研究開発を進めていく必要がある。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

＊26LCA（ライフサイクルアセスメント）：原料取得から部品製造・組立・使用・廃棄まで生産物からのサービスのラ
イフサイクルを通じて使用される資源および排出される環境負荷物質を調べて環境への影響を評価する手法。 

＊27インベントリ調査：本文では、各土壌等の各種類ごとの炭素貯留量を明らかにする調査。 

対応策 主要展開分野 

適応策 
「モニタリング（生育・病害虫等）」、「予測技術開発（農林水産業への影響予測）」、「適応品種

開発」、「栽培・飼育・漁獲技術開発」 

活用策 「新規作物・魚種等導入」、「栽培・飼育・漁獲技術開発」 

防止策 

「モニタリング（CO2濃度・気温等）」、「LCA（ライフサイクルアセスメント）＊26」、「インベントリ  

調査＊27（土壌・森林・海洋）」、「予測技術開発（気候変化の予測）」、 「温室効果ガス発生抑制

技術開発」、「炭素固定・貯留技術開発」、「新エネルギー生産・利用技術開発」 
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（２）本県が取り組むべき重点研究領域 

 

■重点研究領域は次の４領域とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活用策 適応策 防止策 

＜領域１＞

★新規作物等の導入と 

産地化技術の開発 ＜領域２＞

★温暖化に対応した新品種 
の開発 

＜領域３＞ 
★新魚種の漁獲技術の開発 

＜領域４＞ 
★省エネ（省燃料、省化学肥料、

省農薬等）技術の開発

重点研究領域 

★新規魚種等の生産・造成と 
漁獲技術の開発 

★既存作物・家畜の新技術 

による生産技術の開発 

適応品種開発 

新規作物・魚種等導入 

栽培・飼育・漁獲 
技術開発 

温室効果ガス発生抑制 
技術開発 

・防止策

・適応策
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 ①水稲・畑作物 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）作物・分野別の研究開発課題 

短期的（１～５年） 中・長期的（６年～） 

○適応品種開発 

○栽培技術開発 
・各種気象災害に対応した被害軽減技術の開発  
高温障害発生のメカニズムを解明するとともに、高温障

害回避のため、作期の改善、直播等による高温不稔防止対

策の確立及び高温生育時の生育診断技術や施肥管理技術

を開発する。 

 

○予測技術開発 ○栽培技術開発 

 

適
応
策 

・高温障害を回避する栽培法の開発  
高温障害を回避するための生育診断技術や施肥管理

技術の開発とともに、かん水による地温管理技術や節水

栽培技術を開発する。 

 

・温暖化に伴う各作物の生育・病害虫発生調査 
各種作物への影響調査や病害虫、雑草の発生様相変化の調査等を行う。 

 

・予測技術開発によるリスク評価とリスクマップの開発   
既存の作物・気象データベース等の活用や予測技術の

開発等により、地域の気象災害のリスク評価とリスクマップ

作成を行う。 

・土壌管理技術の開発 

不耕起等による有機物分解抑制技術の開発や用排水の

制御による土壌水分管理技術等を開発する。 

・温暖化に対応した新品種の開発（高温耐性品種の開発等） 

高温耐性品種選抜法の確立（高温耐性の評価法、高温

耐性品種の特性解明）や DNAマーカー等による効率的

な高温耐性品種の育成手法の開発により、高温耐性品種

を育成する。 

・病害虫防除技術体系、雑草防除体系の検討 
病害虫や雑草の発生様相に対応した新たな防除体系を

構築する。 

 

○モニタリング 

○新規作物等導入 
活
用
策 

・品種の選定と栽培技術の開発   

高品質、良食味で高温障害を受けない品種（高温耐性

品種）の選定や西南暖地の品種導入等により、温暖化を

活用した新たな高品位米の低コスト栽培法を開発する。  

○栽培技術開発 
・省力・低コスト栽培技術の開発   

温暖化を活用し、乳苗の早期移植、低肥料、低農薬、 

立毛乾燥等の技術組み立てによる省力・低コスト生産の 

技術を開発する。 

 

○温室効果ガス発生抑制技術開発 
・省エネ（省化学肥料・省農薬等）技術の導入 
省エネ技術の導入により総合的に温室効果ガス発生量

の少ない栽培技術を開発する。 

○モニタリング 
・農耕地からの温室効果ガス発生調査 
農耕地からの温室効果ガス(メタン、二酸化炭素、一酸化二窒素)の発生調査を行うとともに、農地の土壌炭素の時系列的変動

の解明と炭素循環モデルを構築する。 

 
○インベントリ調査 

○温室効果ガス発生抑制技術開発 ○炭素固定・貯留技術開発

防
止
策 

・土壌炭素蓄積状況調査 

県内の農耕地の土壌炭素蓄積量を継続的に調査する

とともに炭素蓄積源となる有機物の質、量、施用方法が

土壌炭素蓄積量の増加に与える影響を解明する。 

・土壌への炭素蓄積技術の開発 
炭素蓄積源としての有機物を農耕地土壌へ蓄積する

技術を開発する。 

・農耕地からの温室効果ガス発生抑制技術の開発 

水田への有機物施用及び水管理の改善による温室効果

ガス発生抑制技術を開発する。また、田畑輪換の実施や

畑地での施肥技術の改良による抑制技術の開発を行う。 

 
下線の研究課題は「主要な研究開発プロジェクト」

（ｐ21～ｐ27）に該当。 



 16 

②果 樹 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

短期的（１～５年） 中・長期的（６年～） 

○栽培技術開発 
・新規品種の選定と栽培技術の開発 

高温条件下でも着色の良い品種、みつ症の出にくい品

種、日焼けしにくい品種等を選定し、温暖化に対応した高品

質安定生産技術を開発する（りんご、ぶどう、もも等）。  

 

・新病害虫防除技術の開発 

  暖地型病害虫等新たに発生する病害虫の発生様相を  

把握し、適正な対応技術を開発する。 

・温暖化に伴う各作物の生育・病害虫発生調査 

既存品種の生態、収量、果実品質等の年次変動を調査しながら、在来病害虫の発生消長および新たな侵入病害虫の発生消長

を把握する。 

○栽培技術開発 
・既存作物の安定栽培技術の開発 
さくらんぼでは結実安定技術、高温障害・晩霜害回避技術を

開発し、りんご、ぶどう、もも、かきでは高温下における着色

向上技術を開発する。また、みつ症発生防止技術（りんご、    
もも、日本なし等）や日焼け軽減技術を開発する。 
大雨等の気象変動に伴う果実品質低下の軽減技術を開発   

する。 

○モニタリング 

○適応品種開発 
・高温耐性等品種の開発 
高温下でも着色の良い品種（りんご等）、晩霜に強い  

低温抵抗性品種（さくらんぼ等）、日持ち性の良い品種  

（りんご、さくらんぼ等）を開発する。 

適
応
策 

・休眠覚醒のための低温要求量の品種間差の解明   

さくらんぼの「紅きらり」「紅ゆたか」等新品種の低温要求量を

解明し、既往の知見とあわせ品種間による低温要求量の相違を

明らかにする。 

・貯蔵性・日持ち性向上技術の開発 

冷蔵方法や植物生育調節剤等を活用した長期貯蔵技術等

を開発する。 

○新規作物等導入 

・温暖地型作物の選定と栽培技術の開発 

ゆず、すだち等の香酸かんきつ類、びわ、甘がき等の品種

適応性を把握し、 高品質果実生産技術の確立を図る。 

 

活
用
策 

・温暖地型作物の選定 
甘がきの品種適応性を把握し、本県に適する品種を選定 

する。 

○新規作物等導入 

○温室効果ガス発生抑制技術開発 
・省エネ（省化学肥料、省農薬等）技術の開発 

施肥量の削減技術や減農薬栽培技術を開発し、温室効果

ガスの発生削減を図る。 

 
○新エネルギー生産・利用技術開発

・化石燃料を使用しない防霜技術の開発 

細霧発生装置（水の凝固熱を利用）の防霜効果を検証する。 防
止
策 

・バイオマス利用技術の開発 

せん定枝の効率的堆肥化技術及びその有効な活用技術

を開発する。 

 

○温室効果ガス発生抑制技術開発 

下線の研究課題は「主要な研究開発プロジェクト」

（ｐ21～ｐ27）に該当。 
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③野菜・花き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

短期的（１～５年） 中・長期的（６年～） 

○新規作物等導入 

活
用
策 ○栽培技術開発 

・高温条件の活用による付加価値技術の確立 
温暖化条件における野菜・花き成分の変化を把握し、

機能性成分を高める技術を開発する。 

・環境条件に適合した新規品目・品種の検索と栽培技術の開発  

高温性の作物であるかんしょやさといも等の作目や各品種の適応性を検討するとともに、品質の高い栽培技術を確立する。 

○栽培技術開発 
・環境に左右されない省力的な栽培技術の確立 

・新病害虫に対する防除技術の確立

○栽培技術開発 
・高温耐性品種の選定や適応作型（出荷期拡大含む）の検討 

・環境調節技術の確立（集熱抑制、放熱促進、冷房） 

 

・環境負荷を考慮した効率的な防除技術の確立 

○モニタリング 
・温暖化に伴う各作物の生育・病害虫発生調査や畑土壌における地力調査 

各作物への影響調査や新たな侵入病害虫の把握、既存病害虫の発生消長や畑土壌の地力を調査する。 

 

○適応品種開発 
・温暖化適応性品種の育成 

高温下でも生育が良好な品種や交配を必要としない

単為結果性品種を育成する。 

適
応
策 

本県の主要野菜・花きについて、高温下でも生育障害  

（着果・着色不良等）が発生しない品種を選抜するとともに、

栽培期間を早春と晩秋に拡大できる栽培技術を確立する。 

集熱抑制：遮光・反射資材の利用技術を開発する。 

放熱促進：効率的な換気技術を開発する。 

冷  房：気化熱等を利用した冷房技術を開発する。 

 天敵の利用技術やヒートショック等の新しい病害虫制御
技術を確立する。 

高温条件でも活動が活発な新たな訪花昆虫の検索や

作物に高温耐性を付与する技術を開発する。 

新病害虫に対応した天敵利用等、効果的な防除技術

を確立する。 

○温室効果ガス発生抑制技術開発 

・光質による生育制御技術の確立 

特定波長光の照射による生育制御により、暖房代替技術

を開発する。 ○新エネルギー生産・利用技術開発

・新エネルギー（太陽電池、風力等）の活用 

施設園芸において、太陽エネルギーや風力、水力等の   

自然エネルギーの農業への利用技術を確立する。 
 

○新エネルギー生産・利用技術開発 
・木質バイオマス利用技術の開発 

   果樹せん定枝や間伐材等の木質バイオマスを燃料とした  

低コストな暖房技術を開発する。 

防
止
策 

・省エネ栽培技術の開発 
ヒートポンプ等

＊28
による電力の効率的利用技術や局

所環境制御技術、２重膜構造等の保温技術を確立する。 

○温室効果ガス発生抑制技術開発 
・省エネ栽培技術の開発 

省エネ技術を開発するとともに栽培全体において温室効

果ガス削減効果の高い生産技術を開発する。 

下線の研究課題は「主要な研究開発プロジェクト」

（ｐ21～ｐ27）に該当。 

 

＊28ヒートポンプ：熱媒体を用いて低温部分から高温部分へ熱を 
移動させる技術。主に冷媒冷蔵庫やエアコン等に利用されている。 
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④畜 産 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○新規作物等導入 

○温室効果ガス発生抑制技術開発

・省エネ・低投入持続型畜産の確立 

  畜産経営全般にわたり効率化を図り、省エネ型畜産を推進 

するため、家畜の全ライフサイクルが温暖化に及ぼす影響を

定量的に評価し、新たな畜産技術を組立てる。 

  

・新規作物・品種の選定とその栽培技術の開発 
暖地型飼料作物の適応性を検討し、その栽培技術を確立

する。 

○温室効果ガス発生抑制技術開発 

・飼料自給率向上による温室効果ガスの削減 

稲わらのすき込みや焼却を減らすため、飼料として利用 

する等、植物残渣の自給飼料としての効率的利用技術を 

開発する。 

短期的（１～５年） 中・長期的（６年～） 

活
用
策 

防
止
策 

下線の研究課題は「主要な研究開発プロジェクト」

（ｐ21～ｐ27）に該当。 

 

○（飼料作物）栽培技術開発 
・飼料増産技術の開発 

温暖化による収穫期間の延長に対応した高収量型の飼料  

作物栽培体系の確立のための技術を開発する。 

・飼料長期保存技術の開発 

高温環境下における飼料の保存性向上に関する技術を

開発する。 

○飼育技術開発

・耐暑性を考慮した育種手法の開発 

暑熱環境に強い家畜を作出するため、耐暑熱性を考慮した

家畜育種手法を開発する。 

・暑熱ストレス軽減型畜舎の開発 

畜舎の構造や素材等を検討し、暑熱ストレス軽減型畜舎を

開発する。 

○（飼料作物）栽培技術開発 
・飼料増産技術の開発 

温暖化による収穫期間の長期化に対応した高収量型の飼料

作物栽培体系の確立のための技術を開発する。 

・未利用資源の活用技術の確立 

家畜排せつ物由来のアンモニア等の液肥等への資源として

の活用技術を開発する。 

○モニタリング 

・飼料作物への影響調査 

気象変動と飼料作物の収量・栄養成分等の変化、病害虫発生との関連性を調査する。 

・温暖化による家畜への影響調査と新たな疾病への対応 

  暑熱環境における家畜の生産性や品質の低下、熱中症による家畜の死亡等との関連性を調査する。また、高温環境に適応する

新たな疾病の発生が予想されるため、そのモニタリング技術を開発する。 
 

○飼育技術開発 
・暑熱ストレス軽減技術の開発 

家畜体内での熱発生の抑制及び体表面からの熱放散等、

家畜の体温等制御に関する新たな飼育技術を開発する。 

  ヒートポンプによる地下水熱交換、散水、強制換気等に

よって畜舎内の気温上昇を抑制する技術を開発する。 
適
応
策 

○適応品種開発 
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⑤水 産 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
        ＊29スモルト化：サクラマス等、河川から降海する魚種の稚魚が体を銀白色に変え、海への適応を完了すること。  

短期的（１～５年） 中・長期的（６年～） 

○新規魚種等導入 
・暖海性種（カジメ、ヤツマタモク等）による藻場造成技術の開発 

   これまで確立したアカモクの増殖技術を活用し、より暖海性の

カジメ、ヤツマタモク等による藻場造成技術を開発する。 
・クロアワビの種苗生産、放流技術の開発 

  現在、放流しているエゾアワビから本県に自生している南方系  

のクロアワビへ生産、放流を転換するための技術を開発する。 

・南方系大型魚種（クロマグロ）の滞留延長技術の開発 

クロマグロの漁場形成要因の把握により、中層浮魚礁の可能性

を検討する等して、クロマグロを長期間漁場に滞留させる技術を

開発する。 

○漁獲技術開発 
・南下期のクロマグロ漁獲技術の開発 

  クロマグロの漁場形成要因の把握と大型クロマグロの漁獲

技術を開発する。 

 活
用
策 

下線の研究課題は「主要な研究開発プロジェクト」

（ｐ21～ｐ27）に該当。 

 

○漁獲技術開発 

○モニタリング 
・海洋・河川・養殖場環境調査 

  観測体制を充実させながら、海洋環境（水温、プランクトン等）、河川環境（水温、水生昆虫、付着珪藻等 生産力等）、養殖場環境（地下

水温等）を調査する。 

・サクラマスの河川における成長等調査 

高水温化に伴うサクラマスの成長促進によりスモルト化＊29率が低下し、降海しないサクラマスが増加することが予測されるため、 成長

やスモルト化率を定期的に調査する。    

・藻場調査 

  藻場の面積、海藻の種類・密度等を観測する。 

・漁獲量、魚種組成調査 

  漁獲量、魚種組成の変動を海洋環境の変化と関連づけて把握する。 

○漁獲技術開発 
・新たな適応種への対応技術の開発（漁具・漁法の開発、改良） 
これまでの技術を応用し、漁業者と共同して、増加する魚種 

に対応した漁具や漁法を開発する。 

○適応品種開発 
・ニジマスの高水温耐性種の開発 

マス類の中でも高水温に強いニジマスについて、より高水温に

耐えうる系統を選抜、育種する。 

○飼育技術開発 
・新たな魚病の防除技術の開発 

新規に発生する魚病の防除技術を開発する。 

 

○モニタリング 
・遡上期、遡上量、移動期間のモニタリング技術の開発 

アユ、サクラマス等重要魚種のモニタリング精度の向上を

図る。 

○予測技術開発 
・サケの放流適期の予測 

放流及び回帰履歴、水温条件等の詳細な解析による予測

技術を開発する。 

○栽培技術開発 
・放流時期の早期化に対応したサケ放流種苗の生産技術の開発 

卵～ふ化仔魚期の水温コントロール等による成長促進技術を

開発する。 

 

適
応
策 

そじょう 

○温室効果ガス発生抑制技術開発 
・省エネ栽培技術の開発（給餌方法等の養殖技術の改良） 

飼育から取り揚げ、出荷まで、省エネ・低コストの養殖技術を 

開発する。 

○炭素固定・貯留技術開発 
・藻場造成のための海藻の養殖技術の開発 

二酸化炭素固定に有効な藻場造成や海藻養殖の技術を

開発する。 

防
止
策 

しぎょ 
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 ⑥森 林 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○新エネルギー生産・利用技術開発

・木質バイオマスエネルギー利用技術の開発 

化石燃料代替資源の循環利用を図るため、木質系バイオ 

マスの利用拡大技術を開発する。 

短期的（１～５年）

○新規作物等導入 
・ヒノキ等新規樹木の植栽試験 

樹木の北限地が北上する可能性があり、隣県の福島県が

北限のヒノキは、スギと比較して取引価格も有利であることか

ら、植栽試験、生産技術開発等に取り組む。 

中・長期的（６年～） 

○インベントリ調査 
・森林の二酸化炭素吸収量の調査 

二酸化炭素吸収量の全国規模の調査に参画し、森林地下

部分（根系や土壌）の二酸化炭素吸収量を調査する。 

○炭素固定・貯留技術開発 
・二酸化炭素吸収に貢献する森林管理技術の開発 

二酸化炭素吸収機能の高い森林の造成・管理手法の開発に

取り組む。 

○新エネルギー生産・利用技術開発

・木質バイオマスエネルギー利用技術の開発 

海岸林等における有害外来種であるニセアカシア材や造林

木を駆逐する真竹等をエネルギーとして利用するための技術

を開発する。 

○炭素固定・貯留技術開発
・県産木材利用技術の開発 

県産木材の建築資材等への利用拡大技術を開発する。 

活
用
策 

防
止
策 

下線の研究課題は「主要な研究開発プロジェクト」

（ｐ21～ｐ27）に該当。 

○モニタリング 
・温暖化に伴う森林生態系への影響調査 

植生相の変化や集中豪雨による山地災害の増加、病虫獣被害の拡大等、森林生態系への影響を調査する。    

○栽培技術開発 
・新たな病虫獣被害の防除法の開発 

新たな病虫獣被害の適正な防除法を確立するための防除  

技術を開発する。 

・抵抗性個体の選抜 

諸被害に強い森林を造成するため、マツノザイセンチュウ

抵抗性個体や耐雪性に優れた無花粉スギを選抜する。 

・間伐材等の利用技術の開発 

諸被害に強い健全な森林に誘導するため間伐施業等が不

可欠であるが、間伐材等を有効に利用するため、低コストで効

率的な施業や利用技術を開発する。 

○栽培技術開発 
・適正な森林管理技術の開発 

山地災害や病虫獣被害に強い健全な森林に誘導するため、

ナラ枯れ被害等の防除技術やスギ過密人工林の管理技術、  

高齢広葉樹林、病虫害被害林の早期再生に向けた管理技術を 

開発する。 

 

○予測技術開発 
・病虫獣被害の発生予測 

病虫獣被害の発生・拡大を予測するため、天然広葉樹林

の新害虫カツラマルカイガラムシの被害発生要因の解明

やナラ類集団枯損の予測手法の開発に取り組む。 適
応
策 

・環境条件に適合した山菜栽培技術の開発  

山菜採取時期の早まりと発生期間の短縮に適応した山菜

の栽培技術等を開発する。 

○適応品種開発 

・森林資源の有効利用技術の開発 

  人工林や里山広葉樹林の多用途利用技術を開発する。 
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＜重点研究領域１＞適応品種開発 

    ◆高温耐性品種開発プロジェクト           

背景・目的 

近年、高温年には水稲の白未熟粒やりんごの着色不良の発生する頻度が高くなってきている。 

また、さくらんぼの発芽期が前進化しており、晩霜害遭遇のリスクが高まっている。そこで、  

DNA マーカー等を利用した高温登熟性水稲、高温下でも着色の良いりんご、晩霜害に強い    

さくらんぼ等の開発を行う。 

 

 

 

 

 

展開方向 

本県でこれまで育種に取り組んできた水稲、果樹（りんご、さくらんぼ、西洋なし）、野菜  

（いちご）、花き（りんどう）を中心に、長期的な視野に立ち、温暖化に対応した高温耐性等の    

形質導入を行う。遺伝資源の収集、検定法・DNA マーカーの開発等の育種の基礎となる技術等  

を体系的に開発する。特に、水稲の高温登熟性の付与については、検定法が未確立であること  

から、その機構解明や基準となる品種の選定、耐性検定法を検討する。 

 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高温耐性品種の育成高温耐性系統の選抜交配集団の育成

高温耐性等検定法

ＤＮＡマーカー

遺伝資源

高温耐性品種の育成高温耐性系統の選抜交配集団の育成

高温耐性等検定法

ＤＮＡマーカー

遺伝資源

水稲の白未熟粒（森田2005） りんごの高温による着色不良（農研機構果樹研究所） 

DNAマーカー開発 

遺伝資源収集 

2010 

水 稲 

果 樹 

花 き 

2015 2020 

（りんご、さくらんぼ） 

（りんどう） 

検定法開発 

遺伝資源収集 

DNAマーカー開発 

高温登熟性選抜 

高温着色性・霜害耐性等選抜 

遺伝資源収集 

高温耐性選抜 

年 

育成品種の普及 

育成品種の普及 

高温耐性早晩性、草姿等りんどう

四季成り性、品質、収量いちご

－早生、食味、収量等西洋なし

早生、自家結実性等さくらんぼ

高温着色性、高日持ち性食味、収量等りんご

高温登熟性食味、いもち病抵抗性、収量等水 稲

将来（温暖化対応）現 状

育種目標
品 目

霜害耐性、高日持ち性

い

将来（温暖化対応）現 状

－

高温耐性早晩性、草姿等りんどう

四季成り性、品質、収量いちご

－早生、食味、収量等西洋なし

早生、自家結実性等さくらんぼ

高温着色性、高日持ち性食味、収量等りんご

高温登熟性食味、いもち病抵抗性、収量等水 稲

将来（温暖化対応）現 状

育種目標
品 目

霜害耐性、高日持ち性

い

将来（温暖化対応）現 状

－

(４)主要な研究開発プロジェクトの展開方向 
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＜重点研究領域２＞新規作物等導入 

    ◆暖地型作物導入プロジェクト 
 

背景・目的 

温暖化の進展により、各作物の栽培適地の北上化が予測されている。既に、愛媛県においては   

温州みかん産地へ夏場の高温に強いタロッコオレンジの導入及び産地化が進んでいる。本県に   

おいても、長期的な視点から、温暖化の気象変化を積極的に活用するため、これまで栽培が困難   

であった果樹や野菜、飼料作物、樹木の品目についてスクリーニング・栽培技術確立を行い、     

暖地型作物の産地化を図る。 
 

 

  展開方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規導入品目のスクリーニング 

栽培・利用技術開発 

新規作物の産地形成 

①スクリーニング圃場の設置  

県内の各試験場に果樹、野菜、飼料作物、樹木における  

暖地型の新規品目のスクリーニング圃場を設置し、その導入

可能性を検討する。       （現代版「千歳園」） 

想定品目：果樹；香酸かんきつ（ゆず、かぼす、すだち等）、びわ、 

甘がき等 

     野菜；南方系の高菜・からし菜類、かんしょ等 

     飼料作物；暖地型牧草（ノシバ、センチピートグラス等） 

     樹木；ヒノキ等 

②栽培適地の選定と栽培・利用技術の開発 

ⅰ）選定した品目の県内における栽培適地を選定するため、 

現地適応性試験を行う。 

ⅱ）温暖化の初期には、栽培の不安定化が予測されるため、

安定的に栽培可能な栽培法を確立する。 

ⅲ）その収穫物については、生果実用だけでなく、加工素 

材としての利用可能性を検討する等、幅広い観点から

の利用技術の開発を行う。 

ゆ ず 甘がき ヒノキ 

栽培適地の選定 

（商品性評価） 
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山形県における果樹産地誕生の歴史 

～ 三島通庸による「千歳園」の設置 ～ 

（「山形県史」より） 
時 期 概 要 

明治8年2月 勧業寮※１から、山形懸に果樹１０種、置賜懸に果樹１２種を導入。 

りんご、おうとう、ぶどう等を、山形懸では県庁構内に植栽し、

置賜懸では懸内の８名の有志に分植させたが、いずれも成功の域

には達せず。 

明治9年8月 山形懸 誕生。 

明治11年8月 初代懸令 三島 通庸（みしま みちつね） が、千歳園※２ を設置。 

勧業寮からおうとう98本、りんご67本、西洋なし248本、 

ぶどう363本、もも46本、日本なし181本、あんず48本、 

すもも153本などを導入。 

～ 

明治20年頃 

県内各地に試験あるいは指導を主要業務とする農事試験場を設置。 

試験結果の良好なものを地方の有志に分与して普及に努めた。 

～ 

現在 

農業者、関係団体、試験研究機関、技術普及機関などの努力により、 

日本一のさくらんぼをはじめとした果樹産地を築き上げてきた。 

※１ 勧業寮： 殖産興業の一環として明治政府が設置した機関。近代農業振興を目的として明治5年

に開設した内藤新宿試験場内に、明治7年に勧業寮農務課が設置された。敷地は現在

の新宿御苑に引き継がれている。 

※２ 千歳園： 植物栽培試験場。現在の山形県立山形東高等学校玄関前のロータリーを中心として、

58,300坪の地域に営まれた勧業試験場。 

2010 

果    樹 

野   菜 

飼料作物 

樹    木 

2015 2020 

栽培調査 

栽培技術の開発 

スクリーニング調査 

スクリーニング調査 

栽培技術開発 

栽培技術開発 

栽培技術の普及 （甘がき等） 

栽培技術の普及 

栽培技術の普及 

年 

利用技術開発 

スクリーニング調査 

スクリーニング調査 

利用技術開発 

栽培適地の選定 

栽培適地の選定 
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 ＜重点研究領域３＞栽培・飼育・漁獲技術開発 

   ◆新資材・システム利用園芸プロジェクト 
背景・目的 

温暖化により栽培ハウス内が高温となり、野菜（トマト等）の結実不良による収量や品質の 

低下、果樹（さくらんぼ）の品質低下が懸念される。このため、各種資材やシステムを利用し、 

夏期におけるハウス内の気温を低下させる技術開発を進める。また、温暖化により春期と秋期 

おける作期拡大が期待できるため、昼間の熱を貯め、夜間の気温を高める技術を開発する。 

 

 

 

 

 

展開方向 

野菜（トマト等）では、ハウス内への熱線を反射する資材や水の気化熱により気温を低下 

させるシステム、高温下でも着果の安定している単為結果性＊30を有する品種の導入試験を行う。   

また、作期拡大のため、昼間に熱を蓄積し、夜間に放熱する蓄熱資材の利用技術を開発する。 

果樹（さくらんぼ）では、ハウス内の気温を低下させるため細霧冷房装置等により、高温障害 

の回避技術等を開発する。また、春先に細霧冷房装置を利用することで凝固熱の発生により、   

霜害を回避できる可能性があり、多面的な利用のための技術開発を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊30単為結果性：受粉しなくとも果実が大きくなる性質。 

＊31パット＆ファン：ハウス片側壁面に、水で濡らした格子状のパネル（パッド）を設置して、逆側から換気扇（ファン）で吸引することにより、

外気を取り入れる際に空気を加湿して、その気化熱がうばわれることにより冷却する方法。 

高温障害果正常果 高温障害果正常果

高温によるさくらんぼの障害果

年 2015 2020 2010 

野 菜 

果 樹 

単為結果性品種試験 

各種資材検討 

細霧冷房装置試験 

（トマト等） 

（さくらんぼ） 

各システム検討 

新資材・システム利用栽培技術の普及 

新資材・システム利用 

栽培技術の普及 

単為結果性品種

熱線反射資材 

細霧冷房装置 
パット＆ファン＊31改良装置 

・果樹（さくらんぼ） ・野菜（トマト等） 

蓄熱資材 

たんいけっかせい 
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◆家畜コンフォート（快適性）飼育管理プロジェクト     

背景・目的 

     家畜は高温環境下の適応能力が低く、暑熱ストレスによる生産性低下の影響が大きい。特に、 

ストレス感受性が高まる生理状態の和牛肥育牛や周産期乳牛、繁殖豚において、より深刻な  

影響が懸念されることから、影響調査とともに快適で生産性の高い飼育に向けた技術開発を 

進める。 

 

展開方向 

夏季の高温環境が和牛肥育牛や周産期乳牛、繁殖豚の生理・生産反応に及ぼす影響をモニタ   

リングし、暑熱ストレスの影響度を解明するとともに、暑熱ストレス軽減のためのより効果的 

な飼養技術について、牛では発酵TMR＊32給与等の栄養管理面を、豚では地下水冷房等の環境 

管理面を中心に検討し、発酵混合飼料等の給与技術や暑熱被害軽減型畜舎の開発を行う。 

 

 

                                             

                                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊32TMR：牧草類の粗飼料と穀類等の濃厚飼料を混合した飼料。また、発酵TMRとは、水分調整したTMRを密封して発酵させた飼料。 
＊33ルーメン：牛の第一胃。 

地下水冷熱源型のヒートポンプを利用した 

暑熱軽減型の豚舎【イメージ図】 

サーモグラフィーによる牛体表面の温度測定 

牛の発酵TMRの給与試験 

②牛の発酵TMRの給与技術の開発 

③暑熱被害軽減型畜舎の開発 

牛や豚の暑熱ストレスによる影響を生理反応 

（採食、飲水行動、体温等）、生産反応（増体、

乳量・乳質等）から、推定する。 

発酵TMRの給与によりルーメン＊33における発酵 

熱の発生を減少させる。 

繁殖豚舎における地下水を熱源としたヒート

ポンプを利用した暑熱技術を開発する。 

水熱源ヒートポンプ 

地下水熱交換器 

2010 

牛・豚（共通） 

牛 

豚 

2015 2020 

暑熱ストレス影響度解明 

発酵TMR給与技術開発 

暑熱被害軽減型畜舎開発 コンフォート飼育管理の普及 

年 

コンフォート飼育管理の普及 

①暑熱ストレスの影響度の解明 
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◆クロマグロ漁獲プロジェクト 

背景・目的 

近年、日本海の海水温の上昇により、本県沖でのクロマグロ漁獲量が増加している（平成 

２１年漁獲量６６．７トン）。将来にわたり安定してクロマグロを漁獲するため、モニタリング 

により回遊・蝟集＊34・滞留などの漁場形成要因を把握するとともに、より大型のクロマグロを 

漁獲する技術を開発する。 

 

 

 

 

 

 

 

展開方向 

本県沖におけるクロマグロの回遊経路や漁場の実態を把握するため、漁獲調査や漁業者情報 

の収集とともに、水温ブイの設置により海水温のリアルタイムな観測等を行い、クロマグロ  

の漁場が形成される要因（海底地形、餌生物の分布、時期等）を解析する。また、大型のクロ   

マグロを漁獲するため、はえ縄漁法における針の大きさや浮きの間隔を検討し、本県の実情  

にあった漁獲技術を開発する。さらには、浮き漁礁＊35の導入によりクロマグロを滞留延長   

させる技術の開発を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 
 

＊34蝟集：一時に一ヶ所に多く集まる様子。 

＊35浮き漁礁：カツオ・マグロ類等の回遊性魚類が、洋上漂流物に集まる習性を利用して設置する耐久性のある浮き。 

山形県におけるクロマグロ漁獲量の推移 

モニタリング 
漁獲技術開発 滞留延長技術開発 

・漁獲調査、漁業者情報の収集 ・浮き漁礁による滞留技術の 

開発 

漁場形成要因解析 

・海水温等の観測 

いしゅう 

えさ 

年 
2010 2015 2020 

モニタリング・漁場形成要因解析 

漁獲技術開発 

滞留延長技術開発 

漁獲技術の普及 

 

標識灯 
浮力体 

アンカーチェーン アンカー 

幹縄 枝縄 幹縄 枝縄 

浮き 

・はえ縄漁具の開発 
（針の大きさ、浮きの間隔等の検討） 
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＜重点研究領域４＞温室効果ガス発生抑制技術開発 

 ◆「省CO2効果表示農林水産物」創生プロジェクト   

背景・目的 

平成２１年３月、農林水産省より「農林水産分野における省CO２効果の表示の指針」が示され、

農産物等の省 CO２効果表示が本格的に動き始めた。既にヨーロッパの一部で試験的に導入されて 

おり、平成２１年１０月、国内においても表示商品が販売された。その動向を見定める必要がある

が、生産に関わる省エネ効果をCO２削減効果として算出し、他産地との差別化手段として利用可能

であることから、将来を見据え、省エネ技術開発及び省CO２効果表示（カーボンフットプリント＊36）

に関する調査、研究開発を行う。 

 

 

 

 

 

展開方向 

①省エネ技術の開発：省エネ効果の高いヒートポンプの導入試験や果樹剪定枝、間伐材等の 

木質系バイオマス等の利用技術開発を行う。 

②省 CO２効果評価技術の開発：生産過程における温室効果ガスの発生を算出するため     

の基礎データを収集する（果樹剪定枝を堆肥化した場合のCO２削減量の算出等）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊36カーボンフットプリント: 個人や団体、企業などが生活・活動していく上で排出される二酸化炭素などの温室効果ガスの出所を調べて 

把握すること。 

適応策 

国内カーボンフットプリント表示商品 カーボンフットプリント・統一マーク 

「農林水産分野における CO2効果の表示

の指針」農林水産省 平成２１年３月 

2010 

省エネ技術開発等 

省CO 2効果評価 

技術開発 

 

省化学肥料技術開発 

ライフサイクルアセスメント分析 

省燃料技術開発 

省農薬技術開発 
省CO 2効果表示の普及 

年 2015 2020 

①省エネ技術の開発 ②省ＣＯ２効果表示のための
ライフサイクルアセスメント分析

省ＣＯ２効果表示

省化学肥料効果＝－ ○○○CO2kg

省燃料効果 ＝－ ○○○CO2kg

省農薬効果 ＝－ ○○○CO2kg

合 計 ＝－ ○○○CO2kg

・
・
・
・

省燃料技術

（ヒートポンプ、チップボイラー利用技術等）

省化学肥料技術

（果樹剪定枝等バイオマスの堆肥化技術等）

省農薬技術

（光による耐病性誘導技術等）

+

+
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１．策定経過 

  「本県が取り組むべき地球温暖化に対応した農林水産研究開発ビジョン」について  

山形県農林水産技術会議に諮問を行い、その答申を踏まえて本研究開発ビジョンを 

策定した。 

 

（１）山形県農林水産技術会議に対する諮問と審議経過 

  ①諮問事項 

    「本県が取り組むべき地球温暖化研究開発の中長期ビジョンについて」 

 

  ②審議経過 

平成２１年 ８月１９日   諮問及び審議 
平成２１年１０月２７日   答申素案の審議 
平成２２年 ２月 ９日   最終答申案の審議 
平成２２年 ２月２５日   知事に対する答申 

 
（２）地球温暖化技術開発推進検討会検討経過 

平成２１年 ６月１６日   ビジョン（案）の検討 
平成２１年１２月２５日   ビジョン（案）の検討 

 

  ＜ワーキンググループ（ＷＧ）によるビジョン（案）の検討経過＞ 

  ①水稲・畑作物ＷＧ 

平成２１年 ７月１６日   助言者：藤井弘志氏（山形大学・教授） 
平成２１年 ８月１９日   助言者：岡田益己氏（岩手大学・教授） 
平成２１年 ９月１７日    

 ②果樹ＷＧ 

平成２１年 ６月１８日    
平成２１年 ７月 ６日   助言者：杉浦俊彦氏（果樹研究所・上席研究員） 
平成２１年 ８月２１日    
平成２１年 ９月１０日    
平成２１年 ９月１４日   助言者：別府賢治氏（香川大学・准教授） 

 ③野菜・花きＷＧ 

平成２１年 ７月１５日    
平成２１年 ８月１１日   助言者：石井雅久氏 

（農村工学研究所・主任研究官） 
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 ④畜産ＷＧ 

平成２１年 ７月１３日   助言者：須山哲男氏 
       （東北農業研究センター・研究管理監） 

平成２１年 ８月１０日    
平成２１年 ９月１０日   助言者：須山哲男氏 

       （東北農業研究センター・研究管理監） 
⑤水産ＷＧ 

平成２１年 ７月１５日    
平成２１年 ８月２４日   助言者：桜井泰憲氏（北海道大学・教授） 

⑥森林ＷＧ 

平成２１年 ７月 １日   助言者：小山浩正氏（山形大学・准教授） 
平成２１年 ８月２７日    

 
２．「地球温暖化に対応した農林水産研究開発ビジョン」の位置づけについて 

   「山形県農林水産研究開発方針（平成２１年３月策定）」に基づいて本研究開発ビジ

ョンを策定した。計画期間は平成２２年～３１年の１０年間、５年を目処に中間見直

しを行う。 

計画等 計画期間 関係する審議会 

山形県総合発展計画（現行） 

 

 （次期計画策定予定） 

 

 

 山形県総合政策審議会 

 

（審議年次：Ｈ21） 

山形県農林水産業振興計画 

（現行） 

（次期計画策定予定） 

 

 山形県農業・農村政策審議会 

 

（審議年次：Ｈ21） 

山形県農林水産研究開発方針 

        (H21.3策定） 

（次期計画策定予定） 

 

＜重点分野における実践的研究

戦略＞ 

地球温暖化に対応した農林水産

研究開発ビジョン 

 

 

 

 

 

 

 

山形県農林水産技術会議 

 

 

 

（審議年次：Ｈ21） 

 

H22 H31 

H21 

H31 H27 

（見直し） 

(中間評価) 

 

H18 H27 

H22 H31 

（見直し） 

H18 H27 

H22 H31 

（見直し） 



■地球温暖化に対応した農林水産研究開発ビジョン（推進期間：平成２２年～平成３１年）

○ビジョン策定の背景

①短期的に直面する気象変動への対応

技術の開発。

②長期的な気候変化（１５～３０年スパン）を

先取りした研究開発の推進。

③産地戦略的な視点での研究開発の推進。

重点領域の設定、研究プロジェクトの設定。

○研究開発の推進方向

○主要な研究開発プロジェクトの展開方向

○農林水産業への影響

・「省CO2効果表示農林水産物」

創生プロジェクト

温室効果ガス抑制
技術開発

試験的な導入が進んでいるカーボンフット

プリント・統一マークによる省CO2効果表示

ビジョンの推進期間：平成２２年から平成

３１年まで。（５年後に中間評価。）

○近年の気候変動は本県農林水産業へも少なからず影響を与えて

いる。温暖化は加速度的に進行しており、早急な対策が必要。

○ＩＰＣＣの第４次評価報告書「気候システムに地球温暖化が起こっていることには疑いの余地がない。

人為起源の温室効果ガスの増加がその原因であるとほぼ断定されている。」

○今世紀末までに予測される世界の平均気温の上昇１．８ ～４．０℃。

２０３０年までは社会シナリオに関わらず１０年当たり０．２℃以上

上昇。（５０年後、１．４℃～１．９℃）

○東北地域の気温は１年を通して上昇。上昇幅は春に大きく、夏に

小さい。夏の気温や降水量の年ごとの変動が増大。積雪量が減少。

＜短期的＞気象変動（気温、降水・積雪量、強風・台風、降雹等）による主な影響

＜長期的＞温暖化（気温上昇、季節性・生態系の変化）による主な影響

（水稲）高温による登熟障害、冷害による不稔粒の発生

（果樹）高温による着色不良・品質低下、霜害・凍寒害の発生

（水産）沿岸水温の変動による資源量の変動

・栽培・飼育・植栽適地の北上、高標高地への垂直移動

（水稲）生育期の気温上昇による品種生態への影響

（果樹）冬期の気温上昇による休眠覚醒への影響

・作期の移動、栽培体系や品種構成の変化
（畜産）飼料作物の生育不良、乳量・乳質の低下

（森林）植生相の変化、病虫獣被害の新規発生

（野菜・花き）高温による結実不良・品質低下

etc.

etc.

より高温の地域

より低温の地域

現在の値は１９７１年～２０００年の平均値。

（杉浦・横沢 ２００４を基に凡例のみ改変。）

□地球温暖化による温州みかん栽培に適する

年平均気温（１５～１８ ℃）の分布の移動

動

温度からみた栽培適地

現 在 2060年代

中・長期短 期

□社会シナリオによる日本の気温予測

1900 2000 2100

温暖化の観測・予測及び影響評価統合

レポート「日本の気候変動とその影響」

（２００９）

年

・漁期・漁場の移動、魚種の変化

（水産）有害生物・魚病の頻発・新規発生

＜生産場面への影響＞

＊LCA（ライフサイクルアセスメント）：原料取得から部品製造・組立・使用・廃棄まで生産物からのサービスのライフサイクルを通じて
使用される資源および排出される環境負荷物質を調べて環境への影響を評価する手法。

＊＊ インベントリ調査：本文では、各土壌等の各種類ごとの炭素貯留量を明らかにする調査。

（地球温暖化を防止する）

（地球温暖化の変化に適応する）
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予
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発

・暖地型作物導入プロジェクト

・クロマグロ漁獲プロジェクト

・新資材・システム利用園芸プロジェクト

・家畜コンフォート（快適性）飼育管理

プロジェクト

・高温耐性品種開発プロジェクト

・「省CO2効果表示農林水産物」創生

プロジェクト

栽培・飼育・漁獲技術開発

予測技術開発

モニタリング

炭素固定・貯留技術開発

新エネルギー生産・利用技術開発

適応策

防止策

適応品種開発

短 期 中・長期

温室効果ガス抑制技術開発

インベントリ調査

活用策
栽培・飼育・漁獲技術開発

新規作物・魚種等導入

プロジェクト化

・高温耐性品種開発プロジェクト ・新資材・システム利用園芸
プロジェクト

細霧冷房装置等利用によるさくらんぼ・

トマト等の高温障害回避技術の開発

栽培・飼育技術開発

単為結果性品種

熱線反射資材

細霧冷房装置

パット＆ファン改良装置

・果樹（さくらんぼ）・野菜（トマト等）

蓄熱資材

単為結果性品種

熱線反射資材

細霧冷房装置

パット＆ファン改良装置

・果樹（さくらんぼ）・野菜（トマト等）

蓄熱資材

短 期

・家畜コンフォート（快適性）飼育
管理プロジェクト

栽培・飼育技術開発

発酵TMR給与によるルーメン内発酵熱の抑制

中・長期短 期

・クロマグロ漁獲プロジェクト

庄内沖で漁獲が期待されるクロマグロ

（本マグロ）

漁獲技術開発

中・長期短 期

（森林）病虫害の北上・高標高化

高温下でも着色の良いりんごの開発

適応品種開発

中・長期

（農研機構
果樹研究所）

・暖地型作物導入プロジェクト

温暖化により栽培が期待されるゆず等

かんきつ類や甘がき等

中・長期

ゆ ず 甘がき

新規作物等導入

短 期



山形県農林水産技術会議条例 
昭和 38年３月 25日 

山形県条例第 14号 
改正 昭和 46年３月 31日条例第 27号 昭和 51年３月 31日条例第９号 

昭和 54年３月 26日条例第８号 平成 19年 2月 23日条例第 6号 

（目的） 

第１条 農林水産業の振興を図るため、農林水産業に関する研究及び技術の重要事項について審議

させる機関として山形県農林水産技術会議（以下「技術会議」という。）を置く。 

（定義） 

第１条の２ この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 奨励品種 農作物の優良な品種のうち、主たるものとして生産及び流通を奨励するものを

いう。 

(２) 優良品種 農作物の優良な品種のうち、特定地域を対象とするもの又は奨励品種を補完す

るものとして生産及び流通を奨励するものをいう。 

（所掌事務） 

第２条 技術会議は、知事の諮問に応じ農林水産業に関する研究及び技術に係る次に掲げる事項を

調査審議する。 

(１) 試験研究の目標及び管理に関すること 

(２) 奨励品種及び優良品種の認定及び普及に関すること 

(３) その他知事が必要と認めること 

（組織） 

第３条 技術会議は、委員 20人以内で組織する。 

２ 委員は、農林水産業に関し学識経験を有する者のうちから知事が任命する。 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任を妨げない。 

（会長） 

第５条 技術会議に会長を置き、委員の互選によつて定める。 

２ 会長は、会務を総理し、技術会議を代表する。 

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職務を代

理する。 

（会議） 

第６条 技術会議は、会長が招集する。 

２ 会長は、技術会議の議長となる。 

３ 技術会議の議事は、議長を除く出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

（部会） 

第７条 技術会議は、専門的な事項を調査審議するため、必要に応じ専門部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員は、会長が指名する。 

（意見の聴取） 

第８条 技術会議は、必要があるときは、委員以外の者の意見を求めることができる。 

（庶務） 

第９条 技術会議の庶務は、農林水産部において処理する。 

（委任） 

第 10条 この条例に定めるもののほか、技術会議の運営について必要な事項は、会長が定める。 

附 則 

この条例は、昭和 38年４月１日から施行する。 

附 則（昭和 46年３月 31日条例第 27号） 

この条例は、昭和 46年４月１日から施行する。 

附 則（昭和 51年３月 31日条例第９号） 

この条例は、昭和 51年４月１日から施行する。 

附 則（昭和 54年３月 26日条例第８号） 

この条例は、昭和 54年４月１日から施行する。 

附 則（平成 19年 2月 23日条例第６号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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